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研究成果の概要（和文）：会社法には、取締役の会社に対する損害賠償責任の一部を軽減できる制度（会社法
425 条～427 条、以下「責任軽減制度」）がある。本研究は、取締役の責任軽減制度に関して、その母法の米国
デラウェア州法との比較研究により、同制度が具体的にどのような場面に適用できるかについて考察するもので
ある。その上で、制度の枠組みの再構築の必要性・可能性を検討し、望ましい制度の在り方について提言するこ
とを試みる。

研究成果の概要（英文）：Under the Companies Act, a company can reduce part of the Liability of 
directors for damages to the company (Articles 425~427 of the Companies Act, the "Liability 
Reduction Rules"). This study examines an important interpretation of the Liability Reduction Rules 
through a comparison with its model laws, the US laws. Finally, it will examine the necessity and 
possibility of restructuring the Liability Reduction Rules and attempt to propose desirable rules.

研究分野：民事法

キーワード： 取締役の責任　責任軽減　会社法

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、責任軽減制度に関して、米国法と日本法の近時の学説・裁判例を整理した点において学術的意義を有
すると考えられる。また、本研究で示した解釈論は、責任に関する事前の予測可能性を高め、取締役が効率的で
果敢な経営判断を行うことに資すると考えられる。そして、取締役のみならず、監査役等その他の役員の責任軽
減に関する議論に対しても、理論上の基礎を提供するものとなっている点において、学術界のみならず実務界に
とっても社会的意義が存すると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

企業の国際的な競争が激化している現代では、あえてリスクを冒して大胆な経営判断を

行うことが取締役に求められる場面も多い。経営判断の結果、会社に損失が生じた場合に、

事後的に見て過失があったとして、取締役が常に高額の賠償責任を問われるとなると、取締

役が責任の発生を危惧するあまり経営の委縮を招きかねない。 

そこで、先進諸国の多くは、一定要件の下、取締役の会社に対する責任を免除ないし軽減

する法制度を採用している。このように、責任軽減制度は、取締役を過重な責任から隔離す

ることによって、果敢な経営判断を可能にし、経営パフォーマンスの向上・経済の発展に貢

献するものである。 

日本においても、実務界の要請により、米国デラウェア州の制度をモデルに、責任軽減制

度が 2001 年に導入された。しかし、現在、日本においては、責任軽減制度の利用が実務に

おいて普及しておらず、同制度が具体的にどのような場合に適用できるかについても解釈

論上明らかでない点が多い。このような背景の下、日本の責任軽減制度が上記立法趣旨に沿

うものであるかを検証すること、また、検証の結果、上記立法制度の趣旨を達成するものと

なっていない場合は、同制度を再構築することが必要であると感じられた。 

 

２．研究の目的 

（１）本研究は、まず、取締役の責任軽減制度に関して、その母法の米国デラウェア州法と

の比較研究により、同制度が具体的にどのような場面に適用できるかについて考察するこ

とを目指した。 

（２）その上で、実務調査を行い、責任制限制度の利用が実務において普及していない原因

を明らかにすることを目指した。 

（３）最終的に、現行法の下における同制度の解釈論、及び制度の枠組みの再構築の必要性・

可能性を検討し、望ましい制度の在り方について提言することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

 以上の研究の目的（１）ついては、まず、米国法の裁判例を調査し、責任制限制度が適用

された取締役の行為の類型とそうでない類型を事例の文脈に即して分類する方法によって

行った。次に、同制度が適用されない行為の類型に関して、なぜそのような行為には適用さ

れるべきでないかについて、学説上の議論を調査する方法によって理論上の根拠を明らか

した。日本法の研究では、立法当時の議論から現在の学説を網羅的に調査することにより、

具体的事例の文脈に即して責任軽減制度が適用される場合とそうでない場合を明らかにし

た。研究の目的（２）については、以上の比較法研究による知見を踏まえ、日本の裁判例の

調査により、責任軽減制度の利用が実務において普及していない原因を、解釈論上及び制度

の枠組みに内在する問題点を論理的に解明した。研究の目的（３）については、責任軽減制

度の制度趣旨である経営の萎縮の防止という観点から、現行法の下における同制度の解釈

論を提示し、望ましい制度設計の提言を行った。 

 

 

 



４．研究成果 

（１）米国法の研究 

米国法の研究では、以下の知見が得られた。米国法の責任軽減制度の下では、取締役の注

意義務違反の責任を完全に免除することができ、株主等は、取締役の責任を追及するには、

忠実義務違反や誠実に行動しなかったこと（誠実義務違反の行為の存在）を主張立証しなけ

ればならない。すなわち、取締役の忠実義務違反および誠実義務違反の責任は責任軽減制度

が適用されない。そこで、日本法にはなじみのない、米国法上の誠実義務の内容を明らかに

するため、誠実義務に関する裁判例・学説上の議論を調査した。調査の結果、デラウェア最

高裁判所の判示によれば、誠実義務は忠実義務に含まれるものであり、独立の義務ではない

こと、及び忠実義務は金銭的またはその他の利害対立関係が取締役と会社との間に存在す

る場面に限られないことが明らかになった。また、誠実義務に違反する行為の類型としては、

故意に、会社に法に反する行為をさせることや知られた義務の完全な懈怠が具体例として

提示された。米国法における誠実義務違反とされるこれらの行為を、「故意の違法行為」及

び「義務の著しい懈怠」行為と理解した場合、日本法における注意義務違反のうち、「悪意」

の行為、及び「悪意と同視できる重過失」の行為に類似性を見出すことができるとの認識に

至った。 

 

（２）日本法の研究 

 日本法の研究では、以下の知見が得られた。会社法上、取締役の責任を軽減するには大き

く分類すると、二つの方法がある。すなわち、事後に株主総会等で承認する方法と、事前に

取締役と会社との間で責任軽減契約を締結する方法が認められている。事後に株主総会等

で承認する方法の前提として、取締役が自らの責任の存在を認めたことになる。さらに、責

任軽減の提案・承認をした他の取締役が、その後自己の責任を追及されることを恐れる可能

性もある。そのため、この方法は実務では事実上利用されない。他方、事前に取締役と会社

との間で責任軽減契約を締結する方法は、事前に責任の範囲を確定できる点において優れ

ているものの、その適用対象が社外取締役に限定され、経営判断行為で大きな役割を果たす

業務執行取締役には適用できないという問題点がある。また、日本法の責任軽減制度の下で

は、悪意重過失による善管注意義務違反の行為は同制度の適用がないことから、「重過失」

に関する解釈が制度の運用上重要な意義を持つにもかかわらず、裁判実務及び学説におい

てその解釈が確立しているといえないことがわかった。 

 

（３）本研究の結論 

 本研究の結論として、米国法の誠実義務に関する判例法理から示唆されるように、職務の

履行状況という客観的態様に着目して義務違反の程度を評価し、「重過失」の意義を「義務

の著しい懈怠」とすること、また、責任軽減制度のうち、責任限定契約方式の適用対象を、

業務執行取締役を含めすべての取締役に拡大した上で、それぞれの立場に応じて一定額を

最低責任額として定めることを提言する。 
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